


























整備 ― 日本企業が直面することの多い論点を中心に ― 」商事法務2246号（2020年）
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⑽　United States v. Connolly, 2012 WL 2120523 （S.D. N.Y. 2012） （Memorandum Decision 
and Order Denying Defendant Gavin Black’s Motion for Kastigar Relief）. なお，本決定
の引用に際しては，Westlaw の付与した頁番号（＊1等）を用いる。

























人 Black の公判で証人となった ― ，月末までに対面での聴取を実施する
よう指示するとともに，これらの者と定期的に情報交換を行っている従業員
に対しても聴取を実施するよう求めた。ドイツ銀行側は，― 取締当局が予








































































































































⒆　Connolly, at ＊10 （citing United States v. Stein, 541 F.3d 130, 152 n.11 （2d Cir. 2008） 
（“Stein II”）.）.



































㉒　Connolly, at ＊11 （citing Abbe David Lowell & Christopher D. Man, Federalizing 
Corporate Internal Investigations and the Erosion of Employees’ Fifth Amendment 





























































































㉗　See e.g., Michael J. Shepard et al., The Shot Across the Bow and the Limited Course 
Correction After United States v. Connolly, 24 Wall Street Lawyer 1 （2020） at 4.
㉘　Connolly 決定を受けて，2012年12月，司法省は，「企業に対する輸出管理・経済制裁の
執行方針（Export Control and Sanctions Enforcement Policy for Business Organizations）」
を改訂し，特定の行動を取ることを控えるよう企業に要請することはあるが，企業の内部
調査を積極的に指示を与えることはない旨を明らかにする脚注⑼を追加したとされる。
See Richard F. Albert  & Mary G. Vitale, The Implications of Outsourcing Government 
Investigations: A Look-Back After Connolly and Blumberg, 2020 WL 6521828 （2020） at 
































㉚　See e.g., Miram H. Bear, When the corporation investigates itself in Jennifer Arlen ed., 
ReseARCh hAndbook on CoRPoRAte CRime And FinAnCiAL misdeALinG （2018） at 321.
㉛　See e.g., Jennifer Arlen & Samuel W. Buell, The Law of Corporate Investigations and 
the Global Expansion of Corporate Criminal Enforcement, 23 S. CAL. L. Rev. 627 （2020）, 
at 712. 同735頁以下で，諸外国の状況が簡潔にまとめられている。
























き問題が潜在している旨を指摘した（34）。Stein 判決と Connolly 決定は，訴追
延期合意等の締結を目的とした内部調査において，同類の問題が顕在化した
事案といえる。






































































































































































































会に紹介した Stein 判決に共通する手法 ― 本来，その対象外である内部調
査について，国との緊密な関係を理由に，国家行為と見做し，憲法等の規制
を及ぼすという手法 ― について，我が国の議論に引き直した場合の理論的
な位置付けと，その課題を示した。そして，斯かる手法は，捜査機関の命令
や依頼を受けて，私人による証拠収集行為が行われた場合に，それを捜査機
関の行為と見做し，排除法則を適用するという立論（私人を介した違法収集
証拠）に相当するとの理解を示した。その上で，当該立論による対応に実効
性を持たせるためには，如何なる場合に私人の行為が捜査機関の行為と見做
されるのか，その判断基準を明確にする必要がある旨を指摘した。
　今後は，私人による証拠収集行為に，国家機関が関与している場合を扱っ
たアメリカの事例を収集，分析し，この課題を検討していくことにしたい。
　本稿は，科研費（課題番号12K01346）の研究成果の一部である。
捜査と並行して実施される内部調査に対する法的制約
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